
はじめに

フィリピンが国連海洋法条約（UNCLOS）第15部の義務的裁判制度を利用して、中国に対

する仲裁手続を開始した南シナ海に関する仲裁事件は、国連海洋法条約の下での紛争解決制

度だけでなく、国際裁判制度全体の意義と問題点を浮き彫りにする経験となった。本稿では、

最初にこの事件の手続の経緯を簡潔に述べ、その後、管轄権と受理可能性に関する裁判所の

判断を中心に仲裁判断の内容をまとめたうえで、この仲裁判断の履行にかかわる問題を論じ

たいと考える。

1 南シナ海に関する仲裁事件の手続の経緯

2013年1月22日、フィリピンは、請求の記載を伴う通告により、中国に対して国連海洋法

条約第15部の下での義務的仲裁裁判手続を開始した（1）。フィリピンと中国の間の紛争の場合、

両国がともに第287条の下での裁判所の選択に関する宣言をしていないので、同条5項によ

り、附属書VIIに基づく仲裁裁判所が義務的管轄権をもつことになる。

中国は、2013年2月19日付の口上書により、この仲裁手続を拒否するとの意思を示した（2）。

国連海洋法条約附属書VII第9条によれば、当事者の一方が欠席しても仲裁手続の進行は妨げ

られない。また、中国は仲裁人の任命も拒否したが、附属書VII第3条に従って、フィリピン

が任命した仲裁人以外の4名について、国際海洋法裁判所長が仲裁人を任命し、これにより

仲裁裁判所（以下、裁判所）が設立された（3）。

中国は、仲裁手続を拒否するとの意思を示したものの、2014月12月7日に「南シナ海につ

いての論点に関する中国の立場」と題する文書（以下、ポジション・ペーパー）を発出し、仲

裁を拒否する理由を詳細に述べた（4）。2014年12月8日には、常設仲裁裁判所（Permanent Court

of Arbitration）に宛てた口上書で、ポジション・ペーパーを仲裁人に送付するよう要請すると

ともに、この文書により中国が仲裁手続に応じることを認めたとみなされてはならないこと

を確認した（5）。さらに、2015年2月6日に、中国の立場を説明する、駐オランダ中国大使から

仲裁人宛の書簡（中国大使の第1の書簡）が発出された（6）。裁判所は、これらの中国の文書に

ついて、同年4月21日付の決定により、管轄権に関する中国の主張を先決的抗弁とみなし、

本案と分離して審理することとした（7）。同年7月7日から13日に、管轄権と受理可能性に関す

る口頭審理が行なわれたが、その直前の7月1日に駐オランダ中国大使から仲裁人宛の書簡
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（中国大使の第2の書簡）で、中国は裁判所の管轄権と受理可能性についてさらに反論を行なっ

た（8）。

2015年10月29日の管轄権と受理可能性に関する仲裁判断（以下、2015年判断）後、11月24

日から11月30日に本案に関する口頭審理が行なわれ、2016年7月12日、仲裁判断（以下、

2016年判断）が示された（9）。

2 フィリピンの本案に関する申立（15点）

フィリピンの申述書の最後には、以下の15点の申立が記載されていた。フィリピンはこれ

らの申立を2015年11月の口頭手続まで維持したものの、この口頭手続の際に申立の一部の修

正を申請し、これが認められた。ここで、フィリピンが提起した15点の申立と修正された最

終的な申立を示しておく。

（1） 申述書の申立

①　中国の海洋に対する権原は、フィリピンのそれと同様に、国連海洋法条約で明示的に認

められている範囲を超えて拡張されえない。

② 「九段線」によって囲まれた南シナ海の海域に関する主権的権利に基づく管轄権と「歴

史的権利（historic rights）」についての中国の主張は、国連海洋法条約に違反し、同条約に

よって明示的に認められた中国の海洋に対する権原の地理的及び実体的な限界を超える限

りで、合法的な効果をもたない。

③　スカボロー礁は排他的経済水域（EEZ）と大陸棚に対する権原を生じさせない。

④　ミスチーフ礁、セカンド・トーマス礁及びスービ礁は、領海、EEZ及び大陸棚に対する

権原を生じさせない低潮高地であり、かつ占有又は他の方法によって専有することができ

る海洋地形物ではない。

⑤　ミスチーフ礁、セカンド・トーマス礁はフィリピンのEEZ及び大陸棚の一部である。

⑥　ガヴェン礁とマッケナン礁（ヒューズ礁を含む）は低潮高地であって、領海、EEZ、又は

大陸棚に対する権原を生じさせないが、ナミット及びシンカウェの領海の幅を測定する基

線を決定する低潮線として用いられうる。

⑦　ジョンソン礁、カルテロン礁及びファイアリー・クロス礁はEEZ又は大陸棚に対する権

原を生じさせない。

⑧　中国は、フィリピンのEEZ及び大陸棚の生物資源及び非生物資源に関する同国の主権的

権利の享受及び行使に、違法に介入してきた。

⑨　中国が、自国の国民と船舶がフィリピンのEEZにおいて生物資源を開発することを防止

してこなかったことは、違法である。

⑩　中国は、スカボロー礁における伝統的な漁業に介入することによって、フィリピン人漁

民の生計を違法に妨害してきた。

⑪　中国は、スカボロー礁及びセカンド・トーマス礁において海洋環境の保護及び保全に関

する国連海洋法条約の下での義務に違反してきた。

⑫　中国のミスチーフ礁の占有とそこでの建設活動は、
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（a）国連海洋法条約の人工島、施設及び構築物に関する諸規定に違反している

（b）海洋環境の保護及び保全に関する国連海洋法条約の下での中国の義務に違反している

（c）国連海洋法条約に違反する違法な専有を試みる行為である

⑬　中国は、スカボロー礁近海を航行するフィリピンの船舶と衝突する重大なリスクを生む

ような危険な方法で法執行のための船舶を運行することによって、国連海洋法条約の下で

の義務に違反してきた。

⑭　2013年1月の本件仲裁手続の開始以降、中国は違法に紛争を悪化及び拡大させてきた。

そのなかには以下のものが含まれる。

（a）セカンド・トーマス礁周辺及び隣接する海域のフィリピンの航行の権利に対する介入

（b）セカンド・トーマス礁に駐留するフィリピン人の要員の交替と補給の妨害

（c）セカンド・トーマス礁に駐留するフィリピン人の要員の健康と福祉を害すること

⑮　中国は違法な請求と活動を止めるべきである（10）。

（2） 裁判所が認めた申立の修正

フィリピンの申立の修正の要請について、裁判所は最初の申立に関連する又は付随的なも

のに限定して認めるとした。結果的に以下の3点について、申立の修正が認められた。

①　第11申立について下線部を追加

中国は、仲裁手続開始後に人工島、施設、又は構築物の建設を加速化させた。フィリピン

はこれらの行為の海洋環境への影響を論じるために、本案に関する口頭手続のなかで下線部

の追加を申請し、裁判所は、最初の申立に関連する又は付随的であるとしてこの修正を容認

した（11）。

「中国は、スカボロー礁、セカンド・トーマス礁、カルテロン礁、ファイアリー・クロス

礁、ガヴェン礁、ジョンソン礁、ヒューズ礁及びスービ礁において海洋環境の保護及び保全

に関する国連海洋法条約の下での義務に違反してきた。」（12）

②　第14申立の修正

フィリピンは、本案に関する口頭手続の最終申立で、この修正を申請した。裁判所は、

2015年12月16日に中国に対し、この修正に関する意見を求めた。裁判所は、最初の申立に

関連する又は付随的なものに限定して修正を認めるとの意見を示し（13）、新たな項目として、

「（d）ミスチーフ礁、カルテロン礁、ファイアリー・クロス礁、ガヴェン礁、ジョンソン礁、

ヒューズ礁及びスービ礁における浚渫、人工島の建設及び建築活動の実施」の追加が認めら

れた（14）。

③　第15申立の修正

2015年判断で、フィリピンは、第15申立の内容の明確化と範囲の縮小を求められた（15）。口

頭手続の際、及びその後の書面によって、フィリピンが申請した以下のような申立の修正を、

裁判所は最初の申立に関連する又は付随的であるとして認めた（16）。

「中国は、国連海洋法条約の下でのフィリピンの権利と自由を尊重すべきであり、南シナ

海における海洋環境の保護及び保全に関連する義務を含む同条約の下での義務を履行すべき

であり、かつ同条約の下でのフィリピンの権利と自由に妥当な考慮を払いつつ、中国の南シ
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ナ海における権利と自由を行使すべきである。」（17）

3 管轄権および受理可能性に関する主要な論点

裁判所は、まず、中国がこの仲裁手続に欠席したことの影響を検討したうえで、国連海洋

法条約第286条に規定される義務的管轄権行使のための3つの条件、すなわち、第1に、国連

海洋法条約の解釈または適用に関する紛争の存在、第2に、第15部第1節に規定される方法

によって紛争が解決されなかったこと、および第3に、第3節に規定される義務的管轄権につ

いての制限と選択的除外の適用がない紛争であることを検討した。なお、管轄権に関する論

点の一部は、もっぱら先決的ではないと判断されたため、2016年判断で最終的な判断が行な

われた。

（1） 中国の欠席の仲裁手続への影響

2015年判断において、裁判所は最初に中国の欠席の仲裁手続への影響を検討した。中国が

この仲裁手続の正当性に疑問を呈して欠席したこともあり、裁判所はこの点に慎重に対応し

た。

裁判所はまず、本件紛争の両当事国が国連海洋法条約の当事国であることを確認したうえ

で（18）、附属書VII第9条により一方の当事国の欠席は裁判所の管轄権を奪わないし、本件の手

続では両当事者の手続に関する権利の保護のために多くの措置をとってきたことや、管轄権

の認定の際、中国の主張だけでなく、裁判所が判断に必要と考える論点も取り上げたこと等、

十分な配慮をしてきたと述べ、本件では中国の欠席によって裁判所の管轄権は奪われないと

判断した（19）。

中国は、フィリピンによる仲裁裁判への紛争の一方的付託は手続の濫用であるとも主張し

た。これに対し、裁判所は、国連海洋法条約第15部第2節の義務的紛争解決制度に基づいて

紛争を一方的に付託することはこの条約の当事国の権利であることを確認し、中国の主張を

認めなかった（20）。

（2） 国連海洋法条約の解釈または適用に関する紛争の存在

国連海洋法条約は海洋法に関する条約であるため、領有権や領土に対する主権に関する規

定がない。しかし、陸地が海洋に対する沿岸国の権原の基盤であるという原則は国際司法裁

判所（ICJ）の先例のなかで確立した原則の一つである（21）。このため、海洋境界に関する紛争

の背景には領有権にかかわる問題が存在することが多い。こうした領有権と海洋境界に関す

る紛争が共存する紛争は混合紛争（mixed dispute）と呼ばれ、国連海洋法条約の解釈または適

用に関する紛争とみなされうるか否かが議論されてきた（22）。

この混合紛争に関する管轄権の問題は、チャゴス諸島の海洋保護区事件で初めて実際に論

じられた。これは、モーリシャスの独立時から英国との間で領有権に関する紛争があったチ

ャゴス諸島の周辺について、2010年に英国が海洋保護区を設定したことに起因する事例であ

る（23）。モーリシャスの提起した紛争主題は、混合紛争に関する管轄権の議論を避けるための

配慮がなされたものである。しかし、裁判所は、海洋保護区等を設定する「沿岸国としての」

英国の権利に関する第1の申立と海洋保護区に関する権利の内容に関する第2の申立は、領土
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主権に関する紛争、または背景にある領土主権に関する紛争が支配的であると判断して管轄

権を認めず（24）、英国が設定した海洋保護区と国連海洋法条約の整合性に関する第4の申立の

みについて管轄権を認める立場をとった（25）。この結論に際し裁判所が、国連海洋法条約の解

釈または適用に関する紛争に付随的に生じる領土主権に関する些細な論点がある場合を無条

件に排除するという趣旨ではないと述べている（26）ことは注目される。混合紛争の要素を含む

紛争で第15部の義務的管轄権が行使されうるか否かは、原告側の申立の構成や内容に大きく

依拠すると言えよう。

南シナ海に関する紛争でも、特に中国の九段線や歴史的権利に基づく主張は、海洋地形物

に対する領有権とその周辺の海域に対する権原に関連するものであり、混合紛争の要素を含

んでいる。それゆえに、フィリピンの申立は領土主権に関する紛争と区別される紛争主題を

示すよう工夫されている。裁判所は、チャゴス諸島の海洋保護区事件の裁判所の立場を支持

し、領土主権が主要な紛争主題の場合は、国連海洋法条約の解釈または適用に関する紛争と

は言えないとしたが、本件では、いずれの申立も主権に関する判断を裁判所に求めているも

のではないとし、フィリピンは、紛争の論点を限定することに成功していると述べた（27）。

（3） 第15部第1節に規定される方法によって紛争が解決されなかったこと

第15部第1節の規定のうち、第281条、第282条、第283条が当事者の選択する手段の優先

と紛争解決手段の選択の自由に関する具体的な条件を規定している。

第281条1項は、みなみまぐろ事件での、管轄権なしとの判断の根拠となった規定である。

裁判所は、みなみまぐろ保存条約の紛争解決条項である第16条が紛争の両当事者の合意に基

づく仲裁への紛争付託を予定していることについて、明文で他の手続の可能性を排除してい

ないものの、義務的裁判制度を排除する意図があると解釈し、国連海洋法条約第15部の下で

の義務的裁判が排除されていると判断した（28）。

南シナ海に関する仲裁事件の裁判所は、第281条について、みなみまぐろ事件の仲裁判断

とは異なる解釈をし、両当事国の合意による義務的裁判の排除は、明文で規定されていなけ

ればならないとした（29）。中国は、「南シナ海行動宣言（南シナ海における関係国の行動に関する

宣言：DOC）」と両国の政治的な宣言によって、両当事者が紛争を交渉によって解決する意思

を示しており、義務的な裁判手続を排除する意思があったと主張した。しかし、裁判所は第

281条に規定される当事者の合意は法的に拘束力のあるものでなければならないとし、中国

が援用した文書のいずれもが法的な拘束力のないものであり、それらが蓄積されたとしても

法的な拘束力を生むものとはならないと判断した（30）。また、「東南アジア友好協力条約（東南

アジアにおける友好及び協力に関する条約：TAC）」と生物多様性条約の紛争解決条項によって

も、国連海洋法条約第15部の義務的管轄権が排除されたとは言えないと判断した（31）。

第282条は、協定その他の方法によっていずれかの紛争当事者の要請により拘束力を有す

る決定を伴う手続に紛争を付することについて合意があれば、その手段が優先されるとの趣

旨である。これまでの先例で、この点を論じた事案はなく、また中国のポジション・ペーパ

ーではこの点が論じられていなかったものの、裁判所は職権でこの点を取り上げ、東南アジ

ア地域における友好協力条約と生物多様性条約がこの規定の条件を満たしているかについて
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フィリピンの意見を求めた（32）。裁判所は、この2つの条約は第282条の条件を満たすものでは

ないと判断した（33）。

第283条は紛争の付託前の当事者間の意見の交換を求めるものである。これまでの仲裁判

断で、これは紛争解決手段に関する意見の交換義務を課したものとされ、比較的柔軟に解釈

する立場が繰り返されてきている（34）。本件でも裁判所はこの立場を支持し、本件の紛争付託

前に、フィリピンと中国の間で、紛争解決手段に関しての意見の交換が十分になされたと判

断した（35）。

（4） 第15部第3節に規定される義務的管轄権についての制限と選択的除外

第3節では第297条による義務的管轄権に関する制限と第298条の下での宣言による選択除

外に関する規定が設けられている。このうち第297条により管轄権の行使が妨げられる申立

はないことを比較的簡単に裁判所は判断した（36）。対照的に、第298条については中国が、南

シナ海に関する紛争の深刻化を受けて、2006年にこの規定の下での宣言を行ない、ここで規

定されているすべての紛争を義務的管轄権の適用除外としたため、詳細な検討が必要となっ

た。フィリピンの申立は、第298条に規定される紛争のうち、1項（a）（i）海洋の境界画定に関

する紛争又は歴史的湾若しくは歴史的権原に関する紛争と同項（b）「軍事的活動」、または「法

の執行活動」に関する紛争に関係する可能性があったからである（37）。

2015年判断で、裁判所は、フィリピンの15点の申立のうち、7点（上記の申立のうち、③、

④、⑥、⑦、⑩、⑪、⑬）について管轄権を有すると判断したものの、7点の申立（上記の申立

のうち、①、②、⑤、⑧、⑨、⑫、⑭）については、これらが中国の2006年宣言によって義務的

管轄の対象から除外される紛争か否かは、もっぱら先決的とは言えない、すなわち本案に関

する主張を聞かなければ判断できないとし、本案の審理に判断を持ち越すことを決定した（38）。

2016年判断で、裁判所はフィリピンの15点の申立を5つのグループに分けて審理した。第

1は、南シナ海の海域において中国が主張する九段線と歴史的権利に関する①と②の申立で

ある。第2は、南シナ海の海洋地形物の法的地位に関する③から⑦の申立である。第3は、

南シナ海における中国の活動に関する⑧から⑬の申立である。第4は、当事者間の紛争の悪

化と拡大に関する⑭の申立、そして、第5は、両当事者の将来の行為に関する⑮の申立であ

る。それぞれのグループの申立の検討の最初に、2015年判断で持ち越された管轄権の存否に

ついての結論が示されている。

第1のグループの①と②の申立については、これらが第298条1項（a）（i）に規定される「海

洋の境界画定」に関する紛争、または「歴史的権原（historic titles）又は歴史的湾」に関する

紛争にあたるかが論じられた。裁判所は、まず九段線と歴史的権利に基づいて中国が南シナ

海について主張する権利の性質を検討し、それらは生物資源及び非生物資源に対する権利の

主張であり、この海域を領海や内水と考える主張ではないと結論づけた（39）。そして、中国が

主張する「歴史的権利（historic rights）」が「歴史的権原」にあたるかについて、裁判所は、

第298条1項（a）（i）に規定される「歴史的権原」は主権の行使にかかわるものであり、中国が

主張する「歴史的権利」よりも限定的であるとの結論を示し、この点に関する管轄権を有す

ると判断した（40）。
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第2のグループの申立の⑤と第3のグループの申立の⑧と⑨に関する管轄権の最終的判断

で大きな意味をもったのは、第1と第2のグループの申立の本案に関する判断である。第1の

グループについて、裁判所は、国連海洋法条約の中国についての発効後、同国は国連海洋法

条約の関連する規定に反するような主張を九段線や歴史的権利によって根拠づけることはで

きないとした。また、第2のグループの申立に関連して、裁判所が検討の対象とした海洋地

形物のいずれもが国連海洋法条約第121条3項の岩または第13条の低潮高地であり、EEZに

対する権原を生じさせることができないと判断されたため、問題になっている海域はフィリ

ピンのEEZとなる。したがって、フィリピンと中国の海洋に対する権原が重複することはな

く、第298条1項（a）（i）によって裁判所の管轄権から除外される「海洋の境界画定」の問題は

生じないという結論が導かれる。これらの理由から、裁判所は管轄権をもつとの結論に至っ

た（41）。

第3のグループのなかの⑪については、2015年判断の時点では裁判所は、管轄権を有する

と結論づけていたが、フィリピンは⑪の申立を修正した。修正された⑪と⑫（b）はともに中

国の活動が海洋環境の保護及び保全の義務の違反を問う主張だが、第298条1項（b）に規定さ

れる「軍事的活動」にあたる可能性があったため、管轄権の行使の可否が改めて検討された。

裁判所は、修正された⑪と⑫（b）で取り上げられている海洋地形物周辺の埋立工事の性質に

ついて、それらの構築物や施設、人工島の造成は民用目的であるとの声明を中国が繰り返し

てきていることから、それらは裁判所の管轄権の対象から除外される「軍事的活動」にはあ

たらないと結論づけた（42）。裁判所はまた、⑫の全体については、ミスチーフ礁が低潮高地と

判断され、その他の南沙諸島の海洋地形物も岩または低潮高地と判断された結果、中国の海

洋に対する権原が生じる可能性がなくなったことと、ミスチーフ礁周辺での活動について、

中国がこれらを民用目的であるとの声明を繰り返してきていることから、管轄権を認めた（43）。

第4のグループの⑭では、セカンド・トーマス礁周辺での中国の活動やこの礁に駐留する

フィリピン軍の要員への物資の供給等の中国による妨害行為等を論じるもの（（a）、（b）、（c））

に加えて、中国による人工島の造成等の活動の違法性に関する項目（（d））を追加する修正が

なされ、裁判所は、最初の申立に関係するまたは付随的であるとしてこの修正を認めた（44）。

この申立に関する管轄権の有無は、第298条1項（b）に規定される「軍事的活動」に関する紛

争かどうかにかかわる。裁判所は、（a）、（b）、（c）に関して、中国の軍艦と公船のセカンド・

トーマス礁周辺における活動がもたらしている状況は、典型的な軍事的状況（a quintessen-

tially military situation）であるとし、第298条1項（b）により義務的管轄権の行使の対象から除

外されると判断した（45）。他方、修正により追加された（d）については、中国が人工島等の造

成工事が民用目的であるとの声明を繰り返してきていることから、第298条1項（b）の「軍事

的活動」にあたらないと判断し、管轄権を認めた（46）。

4 本案に関する判断

上記のように、裁判所はフィリピンの15点の申立のほとんどについての管轄権を認め、本

案についての判断を示した。
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第1のグループの申立については、中国の九段線と歴史的権利に基づく主張は、国連海洋

法条約の同国に対しての発効以降は、国連海洋法条約の諸規定に反するものについては認め

られないとされた。第2のグループの申立については、国連海洋法条約第13条と第121条の

規定により、スカボロー礁、北ガヴェン礁、マッケナン礁、ジョンソン礁、カルテロン礁、

ファイアリー・クロス礁が島と、スービ礁、南ガヴェン礁、ヒューズ礁、ミスチーフ礁、セ

カンド・トーマス礁は低潮高地と判断された。また、島と判断されたものは、第121条3項に

規定される「人の居住又は独自の経済生活を維持」できていないという理由で、「岩」と判断

された。低潮高地のうち、スービ礁、南ガヴェン礁、ヒューズ礁は、「島」にあたる海洋地形

物から12カイリ以内に位置し、ミスチーフ礁、セカンド・トーマス礁は、領海、EEZ、大陸

棚についての権原を生じさせないとの判断が示された（47）。なお、裁判所は、海洋地形物の法

的地位の判断に際し、これらの地形物には本来の形状がまったくわからない程度に人為的な

変更が加えられた状態であることを指摘し、本来の形状についての入手可能な最良の証拠に

基づき判断すると述べている点は注目される（48）。

さらに注目されるのは、フィリピンが法的地位の認定を要請した海洋地形物以外の南沙諸

島の海洋地形物について、裁判所が、「人の居住又は独自の経済生活」の評価の際、一定のグ

ループの島の住民がネットワークで海洋地形物を利用して生活を維持する場合がある（49）との

理由で、フィリピンが明示的に要請した以外の海洋地形物について、南沙諸島の主要なもの

の法的地位を判断するとした点である。結果的に、裁判所は、南沙諸島の「島」にEEZ及び

大陸棚に対する権原を生じさせるものはないとの結論に至っている（50）。すでに述べたように、

この判断ゆえに、問題の海域はフィリピンのEEZと評価され、中国とフィリピンのEEZに関

する権原の重複の可能性がなくなった。

第3のグループの申立については、裁判所は、中国はフィリピンのEEZと大陸棚における

主権的権利を尊重していないこと、中国の国旗を掲げる漁船の違法な活動を放置し、それら

の行為を防止するための相当な注意を行なわなかったこと、スカボロー礁周辺でのフィリピ

ン人漁民の伝統的な漁業活動を違法に妨害してきたこと、中国国旗を掲げた漁船の有害な漁

業活動を放置、保護、及び防止しなかったこと、および、埋立と人工島、施設及び構築物の

建設、法執行活動を行なう中国の公船の活動により、国連海洋法条約の下での義務に違反し

たと判断した（51）。

第4のグループについても、仲裁手続開始後に加速化された埋立と人工島、施設及び構築物

の建設は、裁判手続開始後に両当事国間の紛争を悪化又は拡大させてはならないという国連

海洋法条約及び一般国際法上の義務の違反であるとの結論が示された。この点については、

裁判所が権利の濫用に関する国連海洋法条約第300条の違反も認めたことも注目される（52）。

なお、第5のグループについては、紛争解決に関する諸規定を含む国連海洋法条約の諸規定

の履行の義務、および同条約の下での他国の権利と自由の尊重の義務には紛争の余地がない

ので、判断の必要がないと判断した（53）。
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5 南シナ海仲裁事件の意義と課題

（1） フィリピン対中国の紛争の解決における意義と課題

国連海洋法条約第296条2項は、第15部第2節の義務的裁判の「裁判（decision）」は、「紛争

当事国間において、かつ、当該紛争に関してのみ拘束力を有する」と規定し、附属書VII第9

条は、仲裁判断の終局性について規定している。附属書VII第9条の効果について、これが仲

裁手続に関する終局性のみを規定しているのであって、本案に関する判断の終局性を意味す

るものではないとの論考もみられる（54）。しかし、第296条2項と附属書第9条を併せて読めば、

これらの規定は、仲裁裁判によって出された判断のすべての法的拘束力と終局性を意味して

いると解され、2016年判断は全体としてフィリピンと中国に対して法的拘束力をもち、終局

的であると言える。

2016年判断は、中国の九段線と歴史的権利に基づく主張を国連海洋法条約と相いれないも

のとして明確に否定した。また、本件で問題になった海域ではEEZと大陸棚に対する権原を

生じさせる海洋地形物が存在せず、この海域がフィリピンのEEZであることを認めた。さら

に、国際裁判としては異例ではあるが、紛争の仲裁への付託以降の中国の行為についても、

特に埋立や人工島、施設及び構築物の建設行為の違法性を認定している。さらにこれらの行

為による紛争の悪化又は拡大については、第300条を含めた国連海洋法条約の諸規定だけで

なく一般国際法の違反を認めている。これらの判断は、この紛争にとどまらず、南シナ海に

おける紛争全体について大きな影響をもつ論点である。他方、フィリピンの申立で行為の違

法性の認定のみが要請されたこともあり、2016年判断は、違法性の認定の結果、どのような

措置をとるべきかには言及していない。

この仲裁判断の結果として最も望ましいのは、中国が違法性を認定された行為を自主的に

中止することだろう。しかし、現実には、中国は、2016年判断後すぐにこの仲裁判断を受け

入れないとの声明を発表した。また、フィリピンも2016年判断の前の政権交代で就任した新

しい大統領は中国との関係強化の方針を示しており、この判断の履行の必要性を必ずしも強

調していない（55）。中国が2016年判断を無視する政策を続けるとすれば、国際社会として、本

来拘束力があるはずの仲裁判断に従わない国への対応を検討する必要がある。その際には

「2016年判断の履行」とは何か、そして2016年判断の南シナ海に関する紛争全体への影響が

考慮されなければならないだろう。

（2） 南シナ海に関する紛争全体と二国間の国際裁判手続

①　仲裁裁判手続における第三国の扱い

南シナ海に関する仲裁事件の一つの特徴は、仲裁手続がフィリピン対中国という二国間の

紛争に限定されていたものの、その背景に南シナ海に面する複数の国の利益が複雑にかかわ

る紛争が存在するということである（56）。

裁判所は、2015年判断で職権によりこの問題を不可欠の第三国に関連する論点として取り

上げ、本件紛争が南シナ海に関する紛争全体に関係をもちうることに慎重な配慮を示してい

る（57）。ベトナムは、フィリピンがこの紛争を仲裁に付託した当初からこの仲裁手続に関心を
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示し、自国の法的利益と権利に影響があるか否かを決定するために書面の写しの開示を希望

する旨を裁判所に通知し、裁判所はこれを認めた（58）。ベトナムは申述書についての意見を述

べたものの、第三国としての仲裁への参加の許可の申請は行なわなかったし（59）、その他の申

述書の開示を受けた諸国からも仲裁への参加の許可の申請はなかったという事情に鑑み、裁

判所は、本件は不可欠の第三国の原則が適用されうる事案ではないとの結論に至った（60）。

②　2016年判断後の諸国の対応

南シナ海の紛争には、多くの国の海洋地形物や海洋に対する権原がかかわっており、さら

にこの海域の航行の自由や安全保障に利害を有する国も存在する。これらの諸国の多くは、

2016年判断後に声明を出したが、その内容には相違がみられる（61）。また、ASEANは2016年

判断について統一した声明を出すことができなかった（62）。

国際社会における国際裁判の有効性やその結果としての法の支配の実現のためには、国際

裁判の結果に意味をもたせるための努力が必要である。中国が2016年判断を拒否する意思を

示している状況では、他の諸国の対応が重要な意味をもつ。これまでの ICJの先例で、欧州

やアフリカ、南米の国家間の紛争が ICJの判決によって円滑に解決されてきた背景には、紛

争当事国の紛争の最終的解決に向けた意思と努力に加えて、場合によって、周辺諸国や国際

組織の働きかけや援助が大きな役割を果たしてきた（63）。南シナ海の紛争についても、関係諸

国や国際組織の協力と援助が不可欠と言えよう。

終わりに

本件では、国連海洋法条約の義務的裁判制度のゆえに、フィリピンが中国との間の紛争を

義務的仲裁に付託することができた。中国の欠席やさまざまな政治的な困難のなかで、2016

年判断が出されたことには大きな意義がある。しかし、本件での中国の対応は、アークティ

ック・サンライズ号事件でロシアが国連海洋法条約の下での義務的仲裁手続を拒否し、2015

年の仲裁判断も受け入れなかったことに続くものである（64）。また、ニカラグア対コロンビア

の海洋境界に関する紛争でも、2012年の ICJの判決によって紛争は解決されず、その後、ニ

カラグアが2つの関連する紛争をICJに付託し、コロンビアはボゴタ規約（「平和的解決のため

の米州条約」）から脱退した（65）。これらの相次ぐ先例は、義務的国際裁判の本質を改めて問う

ものとなるかもしれない（66）。国際裁判制度の発展が、国際紛争を力ではなく平和的な手段で

解決すべきであるとの認識によって支えられてきた歴史を考えるとき、国際社会としては、

国際裁判制度の存在意義を改めて認識する必要があるのではないだろうか。

（ 1） The South China Sea Arbitration（The Republic of The Philippines v. The People’s Republic of China）, PCA

Case 2013–19, Award on Jurisdiction and Admissibility, 29 October 2015, para. 26.

（ 2） Ibid., para. 27.

（ 3） Ibid., paras. 28–31.

（ 4） Ibid., para. 55.

（ 5） Ibid., para. 56.

（ 6） Ibid., para. 64.
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（ 8） Ibid., para. 83.

（ 9） The South China Sea Arbitration（The Republic of The Philippines v. The People’s Republic of China）, PCA

Case 2013–19, Award, 12 July 2016.

（10） Award of 2015, supra note 1, para. 101.

（11） Award of 2016, supra note 9, para. 820.

（12） Ibid., para. 815.

（13） Ibid., para. 1111.

（14） Ibid., para. 1110.

（15） Award of 2015, supra note 1, para. 413.

（16） Award of 2016, supra note 9, paras. 1183–1184.

（17） Ibid., para. 1182.

（18） Award of 2015, supra note 1, para. 106.

（19） Ibid., paras. 112–123.

（20） Ibid., paras. 124–129.

（21） 黒海の海洋境界画定に関する事件は、それまでの海洋境界画定に関する先例を通じて形成されて

きた原則を展望する判決となっており、陸地と海岸線の重要性が指摘されている（Maritime Delimi-

tation in the Black Sea（Romania v. Ukraine）, I.C.J. Reports 2009, p. 89, para. 77）。
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